



るトヨタ研究』 文真堂, 2012 年) において,
代表的な研究成果からをトヨタの賃金制度の展
開を, 大きく次の 5つの時期に分けた｡
第 1 期は, 戦後 (1945 年) から 1949 年まで
の生活給としての側面を強くもった賃金制度の
時期である｡
第 2 期は, 1950 年の争議により労働組合
(以下 ｢組合｣ という) が敗北し, 生活給を重
視した賃金制度から ｢能力的｣ 要因を重視した
賃金制度をとった時期である｡




第 4 期は, 1970 年から 1989 年までであり,
トヨタが職層制度を導入して以降, 賃金制度の
基本的な変更をおこなわなかった時期である｡






















価請負であった｡ これは, ｢(組別) 単純出来高
制｣1 であり, 能率給であった｡ この賃金制度
は, 職員には適用されず工務員に適用されたの
であった｡
戦後, この賃金制度は廃止され, 1946 年か
ら 1949 年まで生活給としての側面を強くもっ
た賃金制度が採用された｡ つまり賃金体系を
｢本給, 加給, 家族手当に分け, 本給には, 年
トヨタにおける賃金制度の展開
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1948 年 7 月に能率給制度が復活した｡ この
経過について, 牧野明光氏 (執筆当時トヨタの
人事部労務課長は), 次のように述べている｡
｢昭和 23 年 4 月, 当時 3,195 円の賃金ベース





運が労使ともにもりあがり, 昭和 23 年 7 月よ
り, 賃金の 1割をベースアップによる上昇原資
のなかから抽出し, 能率給制度を復活した｣5｡
































職 員 工 員
金額 (円) 構成比 (％) 金額 (円) 構成比 (％)
本給 742 30.10 日給×人工 569 27.84
基本加給 1,543 62.60 基本加給 1,276 62.43
家族手当 180 7.30 家族手当 199 9.74
合 計 2,465 100.00 合 計 2,044 100.00
表 1 1947 年の賃金体系

















トヨタでは 1950 年 4 月から 6 月にかけ会社
再建をめぐる争議が起こり, 整理解雇と希望退
職を含め 2,146 名が退職したが, その後におけ
る生産性向上に関して組合から表 3などのよう
な要求が出され, 労使でさらに検討した結果,
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合 計 10,912 100.00
表 2 1950 年の賃金体系
(出所) 表 1に同じ｡








協会, 1966 年, 159 ページより作成した｡
1951 年 1954 年 1957 年 1960 年 1963 年 1965 年
基準内賃金 (円) 12,600 21,000 25,300 26,800 25,100 25,700
生産手当 (円) 4,200 8,100 10,800 12,800 12,200 12,700
生産手当の占める割合 (％) 33.33 38.57 42.69 47.76 48.60 49.42
表 4 基準内賃金に占める生産手当の割合
(出所) 牧野明光 ｢トヨタ自動車の生産手当制度｣ 労働法令協会編 『業績給の実際』 労働法令協会, 1966 年, 162
ページより作成した｡
(注) 基準内賃金, 生産手当は 1か月の平均である｡
表 4は, 基準内賃金における生産手当の占め
る割合を示したものである｡ 1951 年において














する ｢完成歩合｣ の 2つの歩合と, 生産手当基
本係数, 定員係数から算出される｡











































生産手当はその後, 1955 年 6 月及び 1970 年
12 月に一部が改正され22, 佐武弘章氏によれば
1970 年 12 月の改正で生産手当は一応の完成を




ていたが, 1951 年 6 月に年齢給が廃止され能
力給のみにされ, 年齢別初任給制度を設けた｡
1953 年 12 月に加給が廃止され, 基本給に組み
入れられた｡ これによって, 物価スライド制が
論 文














そして 1957 年 2 月に ｢賃金規則｣ が定めら
れ, 賃金体系が確立することになる｡ この賃金
規則では ｢一般従業員の賃金｣ を, ①基本給,
②生産手当, ③家族手当, ④役職手当, ⑤特殊
作業手当, ⑥割増賃金 (超過勤務手当, 深夜勤




れをうけ ｢基本給は, 職務, 能力などを査定し
て月額で定め, これを支給する｣ と定めている｡
生産手当は, ｢基本給に生産手当支給率を乗













である｡ 1957 年の賃金規則では ｢基本給およ







を与えた場合には, 1 日につき, 基準賃金の日
割額を年次有給休暇手当として支給する｣ と定
めている｡






門平均で 1,044 と 1.0 を超え, 基本給より賃金
額が大きくなったからである｡
さらに, 生産手当支給率は 1965 年では 1.118



























合 計 24,844 100.00




























































1A 上級管理職 部長, 副部長
1B 〃 部長代理, 次長
20 中級管理職 課長
30 初級管理職 係長 工長
40 初級管理職 (主事・技師) 一般
50 上級指導職 (主事補・技師補) 〃 組長
60 中級指導職 〃 班長
70 初級指導職 〃 〃
80 準指導職 〃 一般
90 一般職 〃 〃
表 7 職層制度
(昭和 57 年現在)
(出所) 田中博秀 ｢日本的雇用慣行を築いた人達＝その 2 山本恵明氏にきく (3)｣
(『日本労働協会雑誌』 283 号, 1982 年), 36 ページ｡


































Ⅳ. 1990 年から 2004 年までにおける
賃金制度の変遷
 1990 年からの賃金体系変更の概要





能資格制度を導入し, さらに 1989 年にこの職





の 10％を占めた｡ また, 生産手当の占める割
合が 60％から 40％に縮小した｡












2007 年 7 月には人事制度の変更を行い, 非
管理職層の事務技術職を ｢事務技術職｣ と ｢業
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図 1 賃金カーブ
(出所) 表 7に同じ｡





 職能給と年齢給の導入 1990 年
1989 年 4 月, トヨタと組合の間に ｢賃金制
度見直しに関する専門委員会｣41 が設置され,
賃金制度の見直しが行われ, 1990 年 4 月に変
更された｡ トヨタは賃金制度変更の目的を ｢頑















120｣ であり, 基本給の ｢85－115｣ より幅が
広くなった｡
年齢給は年齢別に金額が設定される賃金であ
る｡ 18 歳から 60 歳の定年まで賃金額が定めら






















指導職 1級・班長 1級 30,200






表 8 1990 年の職能給
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』
No. 0097, 1990 年 4 月 6 日より作成した｡
学齢 金額 (円) 学齢 金額 (円) 学齢 金額 (円) 学齢 金額 (円) 学齢 金額 (円)
18 歳 14,100 26 歳 18,500 34 歳 24,200 42 歳 32,200 50 歳 39,400
19 歳 14,600 27 歳 19,100 35 歳 25,200 43 歳 33,200 51 歳 40,100
20 歳 15,100 28 歳 19,700 36 歳 26,200 44 歳 34,200 52 歳 40,600
21 歳 15,600 29 歳 20,400 37 歳 27,200 45 歳 35,200 53 歳 41,100
22 歳 16,100 30 歳 21,100 38 歳 28,200 46 歳 36,100 54 歳 41,600
23 歳 16,700 31 歳 21,800 39 歳 29,200 47 歳 37,000 55 歳 42,100
24 歳 17,300 32 歳 22,500 40 歳 30,200 48 歳 37,900
25 歳 17,900 33 歳 23,300 41 歳 31,200 49 歳 38,700










れる ｢職能配分｣ の割合が 25.0％から 40.0％
になり, 査定の幅が ｢85－115｣ から ｢80－120｣
と広くなった｡
 職種による賃金制度の分離 1993 年
1992 年 1 月, トヨタと組合との間に ｢賃金
制度見直しに関する専門委員会｣ が設置され,
賃金制度の見直しの議論が始められた45｡ トヨ




















める割合が 40％から 20％に低下した｡ この生













基本給 生産手当 職能給 年齢給
40％ 60％ 0.3％ 40％ 40％ 10％ 10％
図 2 1990 年の賃金体系
(出所) トヨタ自動車労働組合 『｢ヤル気ふくらむカタチにしたい｣』, 1989 年, 7 ページから作成した｡
職能資格 1993 年 1992 年 1991 年 1990 年以前
工長級 71,400 72,400 73,400 74,400
組長級 67,300 68,300 69,300 70,300
班長 1級 61,100 62,100 63,100 64,100
班長 2級 55,800 56,800 57,800 58,800
指導職 49,100 50,100 51,100 52,100
準指導職 42,500 43,500 44,500 45,500
一般職 1級 37,700 38,700 39,700 39,700
一般職 2級 34,000 35,000 35,000 35,000
一般職 3級 32,000 32,000 32,000 32,000
表 10 1993 年の生産性給 (基準額)

















 ｢基本給｣ の廃止 1999 年
1997 年 9 月, トヨタと組合の間に ｢21 世紀
に向けた望ましい働き方と労働条件のあり方に
関する労使検討委員会｣ (以下 ｢検討委員会｣
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変更前 1993 年の変更
基本給 生産手当 職能給 年齢給
→ 事務技術職
基本給 職能給 年齢給
40％ 40％ 10％ 10％ 40％ 40％ 20％
→ 技能職
基本給 生産性給 職能給 年齢給
40％ 20％ 20％ 20％
図 3 1993 年の賃金体系
(出所) 筆者作成による｡
職 能 資 格 1990 年の金額 (円)
1993 年の金額 (円)
事務技術職 技 能 職
係長・工長級 41,800 164,400 80,700
上級指導職 1級 35,200 136,700 －
上級指導職 2級・組長級 31,400 122,900 64,700
指導職 1級・班長 1級 30,200 114,400 58,700
指導職 2級・班長 2級 27,900 105,700 54,400
指導職 3級・指導職 25,600 99,300 51,500
準指導職 20,400 89,400 46,300
一般職 1級 18,200 79,100 40,900
一般職 2級 16,500 70,400 36,400
一般職 3級 14,700 60,400 31,000
表 11 職能給 (基準額) の変化
(出所) 表 8及びトヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0284, 1993 年 3 月 26 日より作成した｡
定によって決定された昇給額を毎年積み上げて
いくものである｡ しかしながら, 特に事務技術
職においては ｢できるだけ 『資格』 に応じた賃
金水準とすべく, 上位の資格と比べて遜色ない
水準に到達した場合｣47 に上限を設定した｡ こ
の上限額は, 上級専門職 32 万円, 専門職 29 万
円, 業務職 22 万円である｡
また, 職能個人給の導入にあわせて上級専門
職と専門職の成績査定の査定幅が拡大され,
｢85－115｣ が ｢70－130｣ となった｡ しかし,
実際にこれが適用されるのは上級専門職のみで
あった｡ これは ｢上位の資格の成績査定幅を下


























事務技術職は､ これまで 10 あった資格を
｢上級専門職｣, ｢専門職｣, ｢業務職｣ の 3 つと
トヨタにおける賃金制度の展開
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表 12-1 2000 年の職能基準給 (事務技術職)
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 0595-③, 2000 年 3 月 16 日より作成した｡
職能資格 賃金等級 基準額 (円)
CX級 技能 1等級 111,900










基礎技能職 技能 9等級 36,800






40％ 40％ 20％ 50％ 50％
技能職
基本給 生産性給 職能給 年齢給
→
職能個人給 職能基準給 生産性給 年齢給
40％ 20％ 20％ 20％ 30％ 30％ 20％ 20％
図 4 1999 年の賃金体系
(出所) 筆者作成による｡
し, 技能職はCX級から一般職3級まで9つあっ
た資格49を 6 つにした (図 5)｡
 技能職の賃金体系の変更 2004 年














する賃金項目』｣51 である (表 13)｡ 習熟給が支
給される対象は ｢育成ステージにあるEX級以
下｣52 であり, ｢勤続 30 年 (高卒・定期入社の






テージにある SX 級・CX 級｣55 であり, 金額
論 文
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事務技術職 技能職
変更前 変更後 変更前 変更後




上級指導職 2級 EX1 級
EX級










一般職 1級 一般職 2級
一般職 2級 一般職 3級 基礎技能職
一般職 3級
図 5 1999 年の職能資格の変更
(出所) トヨタ労働組合 『評議会ニュース』 № 0561-②, 1999 年 5 月 6 日より作成した｡
勤続 金額 (円) 勤続 金額 (円) 勤続 金額 (円) 勤続 金額 (円) 勤続 金額 (円)
0 年 27,000 9 年 51,300 18 年 75,600 27 年 94,300 36 年 100,000
1 年 29,700 10 年 54,000 19 年 78,300 28 年 96,200 37 年 100,000
2 年 32,400 11 年 56,700 20 年 81,000 29 年 98,100 38 年 100,000
3 年 35,100 12 年 59,400 21 年 82,900 30 年 100,000 39 年 100,000
4 年 37,800 13 年 62,100 22 年 84,800 31 年 100,000 40 年 100,000
5 年 40,500 14 年 64,800 23 年 86,700 32 年 100,000 41 年 100,000
6 年 43,200 15 年 67,500 24 年 88,600 33 年 100,000 42 年 100,000
7 年 45,900 16 年 70,200 25 年 90,500 34 年 100,000
8 年 48,600 17 年 72,900 26 年 92,400 35 年 100,000
表 13 習熟給
(出所) トヨタ労働組合 『評議会ニュース』 № 0718, 2003 年 12 月 17 日より作成した｡
は表 14 の通りである｡
役割給には ｢標準｣ と ｢標準＋α｣ がある｡
このαについては, ｢役割区分の 『標準＋α』
設定ガイドライン (抜粋)｣ が組合の 『評議会




るため, 若い年齢で SX級に昇格すれば, 習熟
給との金額差が大きいため, ｢昇給感｣ が大き
くなる｡ 例えば､ 勤続 20 年 (高卒・定期入社,
学令 38 歳) で SX 級に昇格すると昇給額は
22,700 円 (役割給 101,000 円－習熟給 78,300
円) となるが, 勤続 25 年 (高卒・定期入社,
学令 43 歳) で SX に昇格すると昇給額は
12,400 円 (役割給 101,000 円－習熟給 90,500
円) となるのである｡
なお, この 2つの賃金項目が賃金全体に占め






から ｢前年の 4月から当年の 3月までの 1年｣
となり, また, 評価単位を ｢課単位｣ から ｢全
社｣ に拡大した｡
また, E 部門は, ｢P 部門全社平均の伸び｣
の評価期間を ｢前年 1 月から 12 月まで｣ を
｢前年 4月から当年 3月まで｣ と変更した｡
生産性給は, 職場を単位とした集団能率給と




から加算分 0.5 点分を捻出し, 加算部分の原資









トヨタは 2007 年 7 月より, ｢組織力・チーム
ワークの向上｣, ｢教え/教えられる職場風土





策により組み立てられて｣58 おり, その 1 つと
して事務技術職の人事制度を変更し, 非管理職
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変更前 2004 年の変更
職能個人給 職能基準給 生産性給 年齢給
→
職能個人給 職能基準給 生産性給 習熟給
30％ 30％ 20％ 20％ 30％ 30％ 20％ 20％
→
職能個人給 職能基準給 生産性給 役割給
30％ 30％ 20％ 20％
図 6 技能職の 2004 年の賃金体系
(出所) 筆者作成による｡
CX級 SX級
役割区分 金額 (円) 役割区分 金額 (円)
標準 110,000 標準 101,000
標準＋α 120,000 標準＋α 108,000
表 14 役割給
(出所) 表 13 に同じ｡
格体系を変更し, ｢上級専門職｣, ｢専門職｣,













































図 7 2007 年の人事制度の変更
(出所) ｢変わる“一般職”事例 2 トヨタ自動車｣ 『人事実務』 No. 10460, 2008 年, 13 ページから作成した｡




指導職 事技 3等級 167,500






(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No. 1013-②, 2011 年 3 月 17 日より作成した｡
(注) 2007 年の職能基準給の金額を示した資料は, 入手できなかった｡










資格制度と賃金制度が変更された (図 7｡ 事務
技術職と業務職の職能基準給は表 15, 表 16)｡
業務職の賃金体系は事務技術職と同じであり,
賃金体系は職能個人給 50％, 職能個人給 50％
となっており体系上の変化はなかった (図 8)｡
なお, 業務職の職能個人給にも事務技術職と
同じように ｢上限額｣ が定められ, 上級業務職
は 24 万円, 担当業務職は 22 万円となった｡
 2012 年の職能資格制度の変更


















図 8 事務技術職・業務職の 2007 年の賃金体系
(出所) 筆者作成による｡
事務技術職 業務職


























事技 6等級 事技 6等級
事技 7等級 事技 7等級
図 10-1 職能資格と賃金等級 (事務技術職)
(出所) 筆者作成による｡











業務 4等級 中堅 2等級























すると図 11 のようになる｡ 職種は事務技術職,











についてみていくことにする｡ 表 18 は 2011 年
度の平均賃金と賃金体系を示したものである｡
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事務技術職・業務職 技能職
職能個人給 職能基準給 職能個人給 職能基準給 生産性給 習熟給
50％ 50％ 30％ 30％ 20％ 20％
(注) 対象は EX級以下｡
職能個人給 職能基準給 生産性給 役割給
30％ 30％ 20％ 20％
(注) 対象は CX級と SX級｡
(出所) 筆者作成による｡
図 11 職種と賃金体系








基礎業務職 基礎 1等級 76,700
表 17 業務職の職能基準給 (基準額)
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』













部門に応じ, 前年度の P 部門の生産能率に基
づき算出される｡ そして, 毎年 4月に見直され,
1 年間固定する｡ 2013 年度の生産性支給率は P
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賃 金 項 目 平均支給額 (円) 構成比 (％)
算 定 基 礎
賃上げ 時間外 一時金
職能個人給 128,583 30.56 ○ ○ ○
職能基準給 96,420 22.92 ○ ○ ○
生産性給 52,850 12.56 ○ ○ ○
医務職給 975 0.23 ○ ○ ○
基準内 職位手当 19 0.00 ○ ○ ○
家族手当 11,946 2.84 ○
調整手当 248 0.06 ○ ○ ○
役割給 16,364 3.89 ○ ○ ○








合 計 420,704 100.00
表 18 2011 年の賃金体系
(出所) 全日本金属産業労働組合協議会 『2011 年度 IMF-JC 加盟各組合労働諸条件一覧』 より作成した｡
(注) ｢算定基礎｣ の中にある○は, 基礎となることを意味している｡
平均支給額 (円) 構成比 (％)
基準内 343,146 81.56
基準外 77,558 18.44
合 計 420,704 100.00
表 19 基準内賃金と基準外賃金の構成
(出所) 表 18 に同じ｡
職能資格 賃金等級 基準額 (円)
CX級 技能 1等級 80,000










基礎技能職 技能 9等級 35,200
表 20 2013 年の生産性給
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.






1) 扶養家族第 1人目：19,500 円
2) 扶養家族第 2 人目及び第 3 人目 1 人につ
き：3,500 円












イ) 満 18 歳未満の直系卑属
ウ) 満 60 歳以上の直系尊属
エ) 満 18 歳未満の弟妹
オ) 満 40 歳以上の寡婦たる母











場合, その労働時間 1時間につき, 基準賃金時
間割額の 130％, 休日勤務の場合 145％が超過
勤務手当として支払われる｡
また時間外および休日勤務の労働時間を合わ







22 時から翌日の 5 時までの間に勤務した場
合, その労働時間 1時間につき, 基準賃金時間
割額の 30％が支払われる｡
③ 時間帯手当
フレックスタイム制勤務を除き, 表 21 の時
間帯にかかる所定労働時間に対し 1時間につき,
基準賃金時間割額の 25％が支払われる｡




た場合, その労働時間 1 時間につき ｢25 円～
64 円｣ が支払われる｡
⑤ 調整手当
1999 年 9 月まで東京・大阪地区の勤務者に
対して, 基本給の 14％を ｢在勤手当｣ を支払っ









技能職 8：00 以前 17：20 以降





る場合, 月額 30,000 円が支払われる｡ ただし,
発令時以前に家族と同居している者が対象とな






年の賃金規則の制定以降 1989 年まで, 大きな
変更はなく, 1969 年に導入された職層制度も
1987 年まで維持された｡
大雑把な見方であるが, 賃金制度は 1989 年
までは ｢安定｣ していた｡ しかしながら 1990
年に入るとトヨタは賃金制度の変更を繰り返し
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